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はじめに
　本稿では、開所以来１５年間、全学レベルで創
価大学の学習支援を進めてきた教育・学習支援
センター（英 語 名 称 Center of Excellence in 
Teaching and Learning、以下 CETL と略す）
が、20１3年度後期から学習支援機能を総合学習
支援センターに分化・独立させたことを受け、
今までの取り組みを振り返る。本学における、
主体的学びを促す学習支援の一つの在り方を確
認できれば幸いである。
　2000年 ５ 月24日、文 系 A 棟 2 階 にあった 法
人事務局の跡に、CETL がオープンした。当
時、大学基準協会による本学初の認証評価を受
けるにあたり、全学的な授業アンケート導入が
喫緊の課題とされていた。そして、授業アン
ケートによって改善すべき点が浮かび上がって
きたとき、教員はどうすれば良いのか。改善の
必要を感じてもどうすればいいのか分からず、
結局、現状維持となってしまう場合はないの
か、こうした懸念も関係者の一部で共有されて
いた。これに対し、授業アンケート導入・普及
が進んでいたアメリカでは、各アンケート項目
に対して改善のヒントや参考資料などをまとめ
た冊子が用意されている、と報告した記憶が当
時在学研究から戻ったばかりだった筆者にはあ
る。いずれにしろ、本学にも教員の授業改善を
組織的に支援する部署が必要ではないのか、と
いう認識が学内にあったことは確かである。
　一方、授業内容も十分に理解できない学生に
授業を評価するようなことができるのか、ある
いはただの人気投票になるのではないかと、授
業アンケートに対して懐疑的な教員もいた。こ
のような状況に対して、授業アンケートで改善
が指摘された教員に対する改善支援サービス
と、授業アンケートの妥当性を高めるために学
生の基礎学力向上に向けた学習支援サービス
と、その両方を担う全学的な組織として教育・
学 習 活 動 支 援 センターは 構 想 された（馬 場
20１0，20１2）。以下、CETL が行ってきた学習
支援サービスについて時期を分けて簡単に振り
返り、本学の学習支援に対する組織的な取組の
現状と展望について解説する。
1 ．草創期（2000年～2006年ごろ）
　CETL の学習支援サービスは大きく 2 つに
分かれる。センターを訪れる学生の学業上の相
談にのることと、不特定多数の学生に向けた学
習セミナーの提供である。CETL の学習相談は
開所時から今日に至るまで一貫して、学習者の
主体性を尊重するコーチング型の対応を基本に
している。相談内容をしっかり聴き、学生とと
もに課題を整理し、学生自身に解決案や対応策
を選択・自己決定させるアプローチを大切にし
てきた。換言すると、相談スタッフが自分の限
られた知識や経験から答えを出し、それを押し
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付けるような相談姿勢ではなく、学内にある他
の学習支援部局との連携を意識し、そうした部
局の担当者を紹介し、学生が当該サービスを自
主的に利用することを励ましてきた。CETL は
学生にとってファーストストップであり、CETL
を起点にして自分に必要な学習支援を求めてい
く、そうした主体的な学習者の育成を願ってき
た。
　学習セミナーについては、CETL 開設に合わ
せ、学生のニーズ調査が行われた。他大学の先
行事例などからも予想されたが、最も多いニー
ズはレポートの書き方に関する講習であった。
そこで当初は放課後に、レポートや書評の書き
方について文学部の先生方を中心に、単発的に
講座を開いていった。最初の CETL レポート
講習会の講師は、その後、教務部長・文学部長
など要職を歴任された故山﨑純一先生である。
レポート講習会は学期ごとに数回実施され、そ
の宣伝は学内各所にチラシやポスターを掲示す
る程度であったが、少ないときでも40～５0名、
多いときは200名以上の学生が集まった。こう
した盛況は、レポートや論文の書き方指導に対
する学生ニーズの高さを伺わせ、2003年度のカ
リキュラム改訂に際し、共通科目に「文章表現
法」という授業が開講される大きな契機になっ
た。（学生のニーズに対し、課外のサービスか
ら正課のサービスへ発展させる仕組みが評価さ
れ、平成１５年度特色 GP 採択の要因の一つと
なった）。
　レポート講習会のような集客力はなかった
が、学習相談の一環として個別にレポート作成
の相談に乗るサービスは開所時から提供されて
いた。200１年のアメリカ視察では、San Fran-
cisco State 大 学 や North Eastern 大 学 のライ
ティングセンターを視察し、レポート診断サー
ビスの 着 想 を 得 た。従 来 のレポート 相 談 は
CETL に 持 ち 込 まれたものを １ 対 １ でアドバ
イスする 形 であった。これに、Web を 介 して
点検依頼ができるシステムを追加したが、実際
はあまり利用されていない。課題提出期限の １
週間以上前に診断依頼しないと対応しない、と
いうルールが敷居を高くしたのかもしれない。
持ち込みでの診断依頼に比べ、受理から返却ま
での時間がかかる Web 診断の制約は大きい。
　CETL としては、成績に直結するような書き
直しや添削は行わず、必要な修正アドバイスを
行い、本人が自覚的に推敲することを期待して
いた。ただ、アドバイスの内容は担当者によっ
て 様々であり、必 ずしも 均 一 なサービスとは
なっていなかった。そこで、2003年ごろから院
生や学部生スタッフが知恵を出し、チェックリ
ストの開発を進めた。このリストに則って点検
指導することで、アドバイスの質を一定以上に
保つ努力がなされた。このリストは、自己点検
にも用いることができ、複数の教員が基礎ゼミ
などで配布することもあった。
　レポートの書き方のような圧倒的ニーズはな
いものの、教員の側からも要望があったのが基
礎数学の補習講座である。CETL では開所以
来、レポートの書き方と共に、数学関係の質問
については工学系大学院生による個別学習相談
を行っていたが、それを複数回の連続講義とい
う形で定型化し、放課後の課外講座を開設する
ことになった。当初、近隣に住む元高校の数学
教員の方に講師をお願いし、放課後に週 １ 回、
8 週をひとまとまりとする高校数学の復習授業
を開講した。これは、漠然と学内に講習会の案
内を掲示しても多くの参加者を見込むことは難
しいことが予見された。そこで、経済学部の １
年生のうち、高校数学の補習を必要とする学生
に教員から呼び掛けてもらい、参加者の確保を
策した（これが後の ASTAC の原型である）。
結果的には、開講時の申し込みは５0名を超えて
も、最後まで講座に来る学生は１0名前後とな
り、数学に苦手意識を持つ学生にとって、なか
なか自主的な補習が難しいことが確認された。
それでも、受講者の中には数学の苦手意識を克
服し、経済学部の特待生に選ばれる者もおり、
やる気のある学生を支援しようという企画の趣
旨はある程度達成されたのかもしれない。
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　CETL のこうした学習支援の取り組みに関
しては、リクルート社の高校進路指導担当向け
雑 誌「キャリアガイダンス」の200１ 年 6 月 号
（pp. 88-90）に、成功例として紹介されている。
2 ．転換期（2007～2009年）
　数学講習会については、 2 年ほど元数学教員
の方に講師をお願いしたが、その間に教材の蓄
積などが進み、工学部の大学院生が代わって講
師を務めるようになった。この体制は数年続い
たが2008年度に転換期を迎えた。2007年度から
経済学部の経済数学基礎がレベル分けを行い、
補習対象の学生に対する正課内での対応が進ん
だことで、CETL の補習講座に対する大口の
ニーズは減っていった。時を同じくして、数学
系教員の退職に伴い工学部大学院から研究室が
消え、数学講座を担当できる大学院生の確保が
難しくなってきた。
　一方、2009年度からのカリキュラム改訂に際
し、共通科目に数学基礎など、数学関連の科目
が大幅に拡充されることになった。この動きの
中で数学関連の共通科目改善を企画・立案する
ワーキンググループから2007年暮れに相談があ
り、過渡的な数学補習プログラムの開発・提供
を打診された。そこで CETL は、2008年度か
ら従来の数学講習会を止め、主に新入生を対象
にする全学的な数学補習運動（通称、マスマス
キャンペーン）を試みることにした。
　このキャンペーンは、e-learning 教材を利用
した数学補習の取組である（詳細は、安野・関
田、2009；金 子・望 月・関 田、20１0）。2008年
前期から2009年後期まで 2 年間、 4 期にわたり
試行錯誤しながら新入生向けの課外学習活動と
して展開した。プレースメントテストで数学の
基礎力が低いと判定された学生たちが基礎力の
高い学友とチームをつくり、補習教材を使って
勉強するというのが基本形である。一人で苦手
克服に取り組むのは難しくても、仲間と励まし
合いながらなら続けることもできるだろう、と
いうのが CETL 側の願いであった。
　もう一つ、この時期に進展した取り組みとし
て図書館との協働事業がある。本学の中央図書
館では2004年度から Soka Book Wave（以下、
SBW と略す）と呼ばれる全学読書運動を展開
している（前述のマスマス・キャンペーンも、
そこからヒントを得ている）。SBW は、エント
リーレベルでは感想文が求められるが、上級レ
ベルである読書力検定では書評が課せられる。
感想文の応募は多いものの、書評を書いて読書
力検定に挑戦する学生は僅かである。さらに応
募された書評のレベルも芳しくないものが散見
される。これに対し、図書館から書評の書き方
を講習して欲しいという依頼が CETL に寄せ
られたのを受け、2008年度後期から 3 期にわた
り、CETL 助教の力を借りて書評講習会を試み
た。さらに2009年度前期には、図書館を利用し
た読解演習のクラスを経営学部と共同企画した
が、履修者が少なく、成果を出すところまでの
発 展 はなかった。それでも、図 書 館 と CETL
という正課外の学習支援部局が協働し、学部と
連携したプログラムを試行した意義は大きく、
これが後述する学習支援事業に通じていく。
　こうした交流の過程で、採択は逃したもの
の、2008年度には、図書館と CETL が共同で
「質の高い教育 GP」への申請も行った。その
後も図書館との協働は継続し、20１１年度から図
書館カウンターの一角に CETL ブース（大学
院生による学習相談コーナー）が設置された。
また、図書館職員と国内外の図書館視察を行
い、ラーニングコモンズの構想を共有していっ
た。
3 ．拡充期（2009年～2012年）
　2009年度前期、創立５0周年に向けたグランド
デザイン 策 定 の 一 環 としてライティングセン
ターの設置を検討するワーキングループ（座長
は寺西副学長補（当時））に筆者も参加する機
会を得た。そこで、ライティングに限らず、多
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様化する学生の学習ニーズに応える総合的な学
習支援センターの構想をまとめ、ワーキンググ
ループの 提 言 とした。折 しも CETL として、
学生支援 GP 事業【タイプ A】に学習支援セン
ターで展開するサービスの基本形を試行する企
画で応募し、採択された。これにより、総合学
習支援センターの完成に向けた準備が急速に進
むことになった。その取組概要を簡単に示して
おく。
学生支援 GP 事業
　学生支援 GP 事業【タイプ A】の申請書には、
教育・学習活動支援センター（CETL）が共通
科目運営センターおよび各学部と共同して、学
習支援に関して主に 2 つの取組を行うことが記
載されている。
① カリキュラム連携型学習スキル訓練（以下、
ASTAC と略す）
ASTAC とは、正課（共通科目や学部の導
入専門科目）の中から、特定の学習スキルを
訓練するための科目を毎期設定し、授業課題
を通じた実地訓練を行うものである。その際、
ASTAC で扱う学習スキルを網羅する課外講
座を設け、実地訓練を補完する。また、課外
講座のポイントをまとめた放送教材（ミニ ･
レッスン）を用意し、エリアワンセグ放送で
配信し学生のスキル活用を促す。
② 学業不振学生への特別な支援プログラム（オ
アシス・プログラム）
オアシス・プログラムでは、アカデミック・
アドバイザー教員と連携し、慢性的な学業不
振者のうち、経済的および精神・健康面の理
由ではなく、学力面での問題が大きい学生を
対象にしたリメディアル的な学習スキル訓練
の機会提供を行う。
　実際は、以下のスケジュールで取り組んだ。
【2009年度】　ASTAC 用課外講座担当者養成
を 目 指 し、ICC（International Coaching 
Community）コーチ養成講座に 2 名の教員を
派遣した。また、アカデミック・アドバイザー
研修プログラムとして、外部講師を招聘し、マ
インドマップおよびコーチングの １ 日研修を試
行し、１4名の教員が参加した。全教員対象に、
大学生に必要な学習スキルに関するアンケート
調査を行い、課外講座の内容を検討した。
【20１0年 度】　 2 名 の 教 員 と 2 名 の 特 別 セン
ター員を中心に ASTAC（特に文章力講座）向
け課外講座の試行的に開講した。前期は１7講座
26セッションに延１１7名の学生が、後期は2１講
座3５セッショに延１１4名の学生が参加した。オ
アシスプログラム利用学生は 7 名であった。ま
た、夏期および春期休業期間を利用して、マイ
ンドマップおよびコーチングの研修を行い、延
１00名ほどの教職員が参加した。
【20１１年度】　新たに 2 名の助教、 4 名の特別
センター員を採用し、ASTAC 向け課外講座の
拡充を試みた。前期は28講座7５セッショに延
１2１名の学生が、後期は26講座8５セッショに延
247名の学生が参加した。また、ASTAC の一
環として、前後期合わせて 9 科目62クラスの受
講生延１１78名を対象にレポート診断を行った。
オアシス・プログラム 利 用 学 生 は１0名 であっ
た。前年度同様、夏期および春期休業期間を利
用して、マインドマップおよびコーチングの研
修を行い、延５0名ほどの教職員が参加した。
　最終報告書では、以下の 3 点を成果として記
載している。
① 平成１9年度末の退学勧告対象者数に対し、平
成23年度前期終了時の対象者数は27% 減少
した。
② 平成20年度 GPA 平均、前期2.60、後期2.6５に
対し、平成23年度 GPA 平均、前期3.１2、後
期3.１4 となり、それぞれ0.５2、0.49 ポイント
上昇した。
③ 平成 23 年度前期の授業アンケート結果を
ASTAC 対象科目とそれ以外の科目で比較す
ると、質問などの学習意欲で0.7１ポイント、
授業の理解度で0.36ポイントの開きが認めら
れた。
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文章力向上ワーキンググループの結成と CETL
助教の採用
　CETL は GP 事業を通じて、正課と連携した
学習支援サービスを課外講座として種々充実す
るための体制整備を目指した。中でも、文章力
強化は共通科目全体の課題としても重視されて
きた。そこで、学士課程教育機構の設置に際し、
共通科目「文章表現法」の全学必修化に向けた
準備を検討・推進するワーキンググループが組
織され、CETL センター長である筆者が座長と
なった。
　これに伴い、必修化の準備と併せて20１１年度
からCETLでは文章表現法を担当する助教の採
用を始めた。CETLの助教は、その勤務時間の
およそ半分を文章表現法の授業担当として、残
りをCETLが展開する種々の教育・学習支援活
動の推進スタッフとして活動することになっ
た。CETL学習セミナーのラインナップが充実
できたのは、助教の採用が大きかった。ここで
留意すべきは、正課外の学習支援を担ってきた
CETLが、助教という専任教員を得て、正課で
ある「文章表現法」の整備・拡充に関わり、本
学における初年次教育カリキュラムに直接的な
影響を持ったという点である。このアプローチ
はCETLの設計思想からはズレたものであり、
軌道修正を必要とするものでもあった１。
4 ．発展期（2013年～）
　GP 申請書には、GP 事業終了後、その取り
組みを引き継ぎ発展させる組織として、総合学
習支援センターの開設が明記されている。そし
て記載通り、CETL から学習支援部門が独立し
た形で、20１3年 9 月１2日、総合学習支援セン
ター（通称 SPACe）が正式にオープンした。
CETL が前期まで行ってきた学習支援サービ
スとスタッフの大半を継承し、西浦昭雄学士課
程教育機構副機構長をセンター長に、山﨑めぐ
み学士課程機構准教授を副センター長としての
始動である。これにより、本学の学習支援体制
は SPACe と CETL が協働して進める重層構造
になる。それぞれセンターの 役 割2 は、CETL
1 　助教の採用は、学部専任教員の主体的な授業改善を促すことで間接的に学生の学習を支援する、という従来の
アプローチとは異なり、CETLの考える授業方法をそのまま実践する教師集団が生まれ、この集団によって直
接的に学生の学習力向上に取り組めるということを意味した。しかし、CETLは各教員の専門性を尊重し、彼
ら・彼女らの自主的な授業改善の意思に応える形で、様々な教員支援を行うことをFD活動の基本方針として
きた。文章表現法という科目は、日本語や国語の指導に関する専門性を有する教員が担当する。にもかかわら
ずCETLの助教は、授業内容の標準化（統一シラバス・共通教材・共通評価基準の採用）を進める中で、担当
者の専門性から自主的に採用されたわけではない指導法や小道具（たとえばマインドマップ、LTD、コーチン
グ型学習指導、ルーブリック評価法、レポート診断コード表）を、CETLの方針として授業に用いることが半
ば当然のこととして期待された。このため、様々な指導法の長所を活かしけれず、木に竹を接ぐ授業実践が散
見されることになった。
　　　この問題に対処するためにも、共通科目の担当教員としての自覚をもって「学術文章作法」を担当できるよ
う、SPACeの設置を機にCETLからSPACeへとその所属を移すことにした。この経験からCETLは、教員の授
業改善には個々の技法やツールの紹介にとどまらず、彼ら・彼女らの授業観や授業の設計構想に働きかける必
要性を再認識した。
2　両センターの規程を比べると、その役割が分かる。SPACeの規定では「本学学生の学習能力の開発・向上を図
り、学習活動の一層の充実・活性化を進めるために総合学習支援センターを置く。」とある。一方、CETL規程
第 1条 2項には「センターは、教育活動のより一層の向上と発展のために、教育と学習の往還を重視し、学生
中心の大学教育の促進を図るものとする。」と目的を謳っている。
CETL
教員向け
サービス
FDセミナー
コンサルテーション
学生・教員調査
SPACe
学生向け
サービス
学習セミナー
ピアサポ トー
（スタディ・リー ダー養成）
教育と学習の往還
教師が変われば学生が変わる
授業が良くなれば学びが深まる
学生が変われば学授業も変わる
教師との協働・学習共同体の創出
図 1 　CETL と SPACe の協働
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は教員向けサービス、SPACe は学生向けサー
ビスを担当するということで簡単に分けられ
る。両者の関係を図 １ にまとめておく。
ピアサポートの組織化
　創価大学の最大の教育資産は、学生が大学建
設の一端を担うという気概がよき伝統として息
づいている点であろう（池ヶ谷・小林・関田、
20１3）。学生同士が励まし合い、高まり合って
成長しようとする傾向性・志向性、あるいは価
値観が大学の構成員の間で共有されている。先
輩が後輩のために尽くす、という姿勢がキャン
パスの随所に見られる。実際、マスマス・キャ
ンペーンやシュリーマンリーグに見られるよう
に、学生同士が励まし合って学習を進める姿は
ピア（学習）サポートの典型といえるものであ
る。
　こうした、学生による学生のための学習支援
の取り組みに対して、SPACe が支援・推進役
を担うことは先述した。始動間もない SPACe
ではあるが、すでにボランティアスタッフによ
る様々なピアサポートが計画されている。たと
えば、放送大学や MOOCS の教材を共に視聴
し、学び合うことで、単位取得を可能にする試
みがある。あるいはまた、読書会や勉強会の自
主開催も奨励されている。さらに、後輩たちの
学びを支援するために、学生たちが自らの学習
支 援 スキルを 磨 き 高 めるためのスタディー・
リーダー養成講座も CETL から引き継がれ、
拡充されている。では、CETL は今後どのよう
に学習支援に取り組むのか。最後に、CETL の
ついて解説を加えて本稿の結びに代える。
５ ．結び
　そもそも学生の成長を促すのが大学の教育的
使命ならば、そのための最も顕著な支援は授業
であろう。授業は学ぶべき内容や体験が教員に
よって計画・用意される、学生にとっての学び
の場である。ならば、学生の学びと成長を促進
するための授業改善こそ、最大の学習支援とい
えるかもしれない。そして、授業の目的は学生
の学びの促進である、という自覚を持って教員
が授業に取り組むように促すことが、CETL の
役目であり、より効果的な授業づくりに教員が
取り組むのを支援するのが仕事である。
　CETL 設立当時、授業の本義を忘れ、授業ア
ンケートを介して学生が授業改善のパートナー
であろうとすることに懐疑的な教員が跋扈して
いた。そうした状態を転換する役割を負って
CETL は誕生したともいえよう。以来１５年、全
ての授業が原則公開となり、授業アンケートに
至っては形骸化も指摘されるほどに定着してい
る。そして近年、共通科目から始まったラーニ
ングアウトカムズの設定は、専門科目を含め、
すべての授業において、そのシラバスに明示さ
れるようとしている。ラーニングアウトカムズ
とは、当該授業で学生をどのように成長させよ
うとするのか、との教員の意思表明でもある。
時代は漸く学習支援（≒学びを通じての学生の
成長）のための授業づくりを大学教員の仕事と
認識し始めている。そして、そのための授業づ
くりのポイント（の一つ）がアクティブラーニ
ングなのである。
　この視点から注目されるのが「学生 FD」と
呼ばれる、学生と教員が協働で授業改善を進め
る取り組みである。教育的観点からは、授業改
善などを教員と共に考えていくこと自体が、自
覚的な学習者に育つ契機となる。学生の成長の
ための取り組みは SPACe の仕事ともいえそう
だが、働きかけの直接的な対象は教員である限
りは、主管は CETL となる。帝京大学の土持
氏が紹介し、普及に努めているブラハム・ヤ
ン グ 大 学 の SCOT （Student Consultation on 
Teaching）など学生 FD の典型ともいえるが、
CETL では今、創価大学版 SCOT の試行を計
画している（PASS: Peer Assessment Support 
Service）。CETL で訓練を受けた学生が、担当
教員に代わって受講生のニーズや受講状況を調
査し、CETL の授業コンサルテーションの資料
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を収集するのである。あるいは、直接に教員の
補助として学生インタビューを行い、教員の授
業改善を支援するのである。このように、学生
が自分たちの学習を向上させるために教員と協
働して授業改善を進める、という流れを作り、
良 き 伝 統 にしていくのが SPACe 分 離 後 の
CETL の大きな役割と考えている。
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